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  別添１－1   

潮来市 水道事業 経営戦略 

 

団 体 名 ： 潮来市              

事 業 名 ： 潮来市水道事業          

策 定 日 ： 令和２年３月           

計 画 期 間 ： 令和２年度 ～ 令和１１年度   

1.事業概要 

(1) 事業の現況 

① 給 水 

 

② 施 設 

 

③ 料 金 

 

 

人

人

千㎥／ha有 収 水 量 密 度 0.350

供 用 開 始 年 月 日 昭和 37 年 11 月 19 日 計 画 給 水 人 口 44,050

現 在 給 水 人 口 27,152法 適 （ 全部 ・財 務）

・ 非 適 の 区 分
法適（全部）

料 金 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

用途別の二部料金制

料金改定年月日

(消費税のみの改定は含まない)
平 成 16 年 4 月 1 日

料金表 (税抜)

水量（m3） 料金（円） 水量（m3） 料金（円/m
3
） 口径（㎜） 使用料（円）

13 100

20 200

25 240

30 400

40 500

50 2,000

75 2,400

量水器
料金体系 料金算定

用途別

一般用
１ヶ月

使用水量

10m3まで
1,850 1m3につき 220

基本料金 従量料金
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④ 組 織 

組織構成 

潮来市水道事業は，市長が水道事業管理者の職務を行っており，水道事業の管理者の権限

に属する事務を処理するために建設部上下水道課を置いています。 

水道関係の職員数は，課長以下合計８名で水道事業の運営を行っています。 

 

図 1 現行組織図 

 

(2) これまでの主な経営健全化の取組 

① 工業用水道事業を同じ公営企業として，水道事業と同じ組織のなかで運営し，水道施 

設と共同の維持管理体制をとって，効率的経営に努めています。 

② 料金システムや会計システム等の導入により，業務の効率化を図りました。 

③ 水質検査や，検針及び料金賦課徴収業務，浄水場の運転管理業務に民間委託を導入し 

て経費の削減に努めています。 

④ 公的資金補償金免除繰上げ償還を実施し，支払利息を縮減しました。 

⑤ 石綿セメント管路更新計画を策定し，現在実施中です。この事業により，管路の耐震 

化率と有収率の向上，漏水事故の減少に取り組んでいます。 

 ⑥ 平成 23 年度から加入金減免制度を導入し，普及率向上を図り経営基盤の強化に努めて

います。 

 

 

[課⻑１名] [５名]

上下水道課 下水道G

水道G 上水道担当

[７名]

工業用水道担当

[１名(兼任)]

【職員年齢構成表／H31.４現在】

61歳〜 51〜60歳 41〜50歳 31〜40歳 〜30歳 合計

上下水道課 0人 5人 3人 1人 4人 13人



3 

 

⑦ 田の森浄水場の老朽化対策として，令和５年度から自己水源を，北浦表流水から茨城 

県企業局（茨城県水道用水供給事業）からの全量受水に転換することを平成 29 年度に方 

針決定したことにより，取水・導水・浄水施設に係る更新需要の削減を図りました。 

また，県水全量受水に際し，茨城県企業局へ費用負担軽減の申し入れを行い，以下の 

承認を受けました。 

  ➤  料金減免 

     令和 5年 4月 1日から令和 15年 3月 31日まで（10年間），契約水量のうち 

増量分(7,400 ㎥／日)に係る基本料金及び契約水量の増量に伴い増加する使用水 

量に係る使用料金の 2分の 1の減免 

    ➤➤ 送水管等整備費用の茨城県企業局負担 

     増量のために必要となる送水管等整備に係る費用の企業局負担 

  ➤➤➤霞ヶ浦開発に係る管理費負担金の負担軽減 

    増量に伴い，潮来市の自己水源が不要となるが，その後も霞ヶ浦開発に係る 

管理費負担金が発生することから，当該費用相当の負担軽減 

 

(3) 経営比較分析表を活用した現状分析 

経営の健全化及び効率性に関する指標から，本市水道事業の経営は良好であり，健全な状

況を維持しているといえます。 

しかし，老朽化の状況を考慮すると，管路や施設の更新と耐震化は，今後の水道事業経営

の緊急の課題となりつつあります。 

これからの時代に求められる，より質の高い水道を目指した施設整備を行うためには，こ

うした老朽化した施設の更新・耐震化事業は不可欠であり，それには多額の費用が発生する

ことから，費用の捻出・財源の確保が必要で，これからの事業経営はより厳しくなっていく

ものと予想されます。 

将来に向かって，水道事業を健全な形で持続させるため，計画的・効率的かつ効果的な施

設更新を進めていくとともに，適切な経費の削減・収益の見通しに基づいた財政計画に裏打

ちされた経営計画を策定し，持続可能な事業運営を行っていく必要があります。 

 

詳細は次項の「経営比較分析表（平成 29年度決算）」をご参照ください。 
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表 1 経営比較分析表（平成 29 年度決算） 
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2.将来の事業環境   

全国的な人口減少が見られる中，潮来市も人口は減少傾向を示しています。 

また，給水量については，節水意識の高まりや節水機器の普及，ライフスタイルの変化等

により，一人当たりの生活用水の使用水量が減少しており，市全体としても，わずかながら，

減少傾向がみられています。 

 

図 2 潮来市の将来人口と給水量 

 

長期的な視点での将来の給水人口及び給水量は，減少傾向となることが予測され，水道事

業を運営していくための財源となる料金収入が減少することになるため，水道事業の運営は

より厳しくなっていくことが見込まれます。 

また，かつては給水人口や給水量の増加に対応するために水道施設を建設し，拡張を進め

てきた時代でしたが，今後は，これまでに建設した施設を健全な状態で維持していくための

維持管理，老朽化した施設を耐震化及び更新する事業が中心の時代となります。 
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(1) 給水人口の予測  

給水人口の推計フローを，次に示します。潮来市水道事業の給水区域は，潮来市全域です。 

 

図 3 給水人口推計フローシート 

結果は，平成 29 年度末実績で，給水区域内人口は 28,340 人，給水人口は 27,387 人，普及

率 96.6％で、令和 11 年度末予測値は，給水区域内人口 25,603 人で約 9.7％減，給水人口

25,293 人で約 7.6％減となり，普及率は 2.2％向上して 98.8％となりました。 

第 7 次総合計画において令和 5 年度末の普及率目標を 97.9％としています。 

 

図 4 給水人口の予測結果 

開発付加人口は見込
まない。（0人）

普及率の推計
近 隣 事 業 体 と の
比 較 検 討

普及率の実績

給水区域は、潮来市全域
とする。

給

水

人

口

の

決

定

給

水

区

域

内

人

口

の

決

定

行

政

区

域

内

人

口

の

決

定

す

う

勢

人

口

の

決

定

　市総合戦略で推計さ
れた平成52年度までの
将来人口に、水道事業
の毎年度行政区域内人
口実績を追加し、将来
の毎年度人口を近似曲
線で補間する。

　これを受け、平成28
年 3月に、「潮来市人
口ビジョン・まち・ひ
と・しごと創生総合戦

略」を策定。

　平成26年11月に「ま
ち・ひと・しごと創生
法」が制定され、同年
12月に「まち・ひと・
しごと創生長期ビジョ
ン」及び「同じく総合
戦略」が閣議決定され
る。
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(2) 水需要の予測  

給水量の推計（予測）手法を，次に示します。 

 

図 5 給水量推計フローシート 

給水量の予測結果を、次に示します。 

 

図 6 給水量の予測結果 

  

合計

有 収 率 の 設 定

有 効 率 の 設 定

有効無収率の設定

負 荷 率 の 設 定

近 隣 事 業 体 と の

比 較 検 討

回 帰 分 析

負荷率の実績

有収率、有効率、

有効無収率の実績

一

日

平

均

給

水

量

の

決

定

一

日

最

大

給

水

量

の

決

定

用 途 別 一 日 平 均

使 用 水 量 の 実 績

近 隣 事 業 体 と の

比 較 検 討

回 帰 分 析

基礎水量の積上げ

時 系 列 傾 向 分 析

用

途

別

一

日

平

均

使

用

水

量

の

決

定

有

収

水

量

の

決

定
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(3) 料金収入の見通し  

料金収入及びその他の収益の見通しを次に示します。有収水量は，先の水需要の予測に基

づいて算定しました。 

料金体系は現行のままで，供給単価は平成 29 年度実績に基づいて算定しています。 

営業外収益には，既有施設の長期前受金戻入が含まれています。 

平成 29 年度までの実績値は決算書に基づき，以降の見込額も決算書同様の税抜き処理で査

定しています。 

 

 

図 7 収益の見通し 

 

現金を伴う収入のうち，「その他営業収益」（手数料、負担金等）については，現在とほぼ同

額を見込めますが，料金収入は，水需要の減少に伴い，減少する見込みです。 
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(4) 施設の見通し 

 

①水道資産の取得状況 

（ⅰ）構造物及び設備 

水道の「構造物及び設備」が整備された，当時や現在の状況を，資産台帳に基づい 

て集計すると，次のようになります。 

 

図 8 構想物及び設備の取得年度と帳簿原価 

 

表 2 構造物及び設備の区分構成 

 

系統区分 現在価格(千円) 割合（％） 施設区分 現在価格(千円) 割合（％） 工種区分 現在価格(千円) 割合（％）

潮 来 浄 水 場 108,069 2.1% 取 水 322,863 6.4% 建 築 580,437 11.4%

大生原配水場 416,708 8.2% 導 水 511,746 10.1% 土 木 1,866,943 36.8%

田の森浄水場 3,786,031 74.6% 浄 水 2,613,716 51.5% 電 気 1,516,363 29.9%

茂 木 配 水 場 744,535 14.7% 送 水 140,616 2.8% 機 械 800,842 15.8%

茂木・田の森 17,460 0.3% 配 水 1,232,506 24.3% 計 装 5,742 0.1%

その他１ 251,356 5.0% 不 明 302,476 6.0%

計 5,072,803 100.0% 計 5,072,803 100.0% 計 5,072,803 100.0%

注）施設区分における「その他1」は、水質検査設備、門柵等で、資産台帳で取水、導水、浄水、送水、配水のいづれにも分類されなかった資産を示す。

2.1%

8.2%

74.6%

14.7%

0.3%

系統区分

潮来浄水場 大生原配水場
田の森浄水場 茂木配水場
茂木・田の森

6.4%

10.1%

51.5%

2.8%

24.3%

5.0%

施設区分

取水 導水 浄水 送水 配水 その他１

11.4%

36.8%

29.9%

15.8%

0.1%

6.0%

工種区分

建築 土木 電気 機械 計装 不明
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構造物及び設備の資産価値を，取得価額にデフレータ（建設工事の“物価上昇分”補正係

数）を使って算定すると，現在の価格で、約 5,073 百万円（管路は含まず。）となります。 

系統別にみると，潮来浄水場系が約 1億 800 万円で 2.1％，大生原配水場系が約 4億 1760

万円で 8.2％，田の森浄水場系が約 37億 860 万円で 74.6％，茂木配水場系が７億 4,450 万円

で 14.7％，茂木配水場・田の森浄水場共通の主に遠方監視設備を中心にした施設の取得費が

１億 7,460 万円で 0.3％を占めています。 

工種区分では，耐用年数（使える年数）が長い建築・土木が半分弱の 48.2%，比較的耐用年

数が短い電気・機械・計装もほぼ半分の 45.8%となっています。 

電気・機械・計装設備は耐用年数が短いうえに，コンピュータに代表されるように，近年

の技術進歩が著しく，老朽化ばかりでなく設備の陳腐化の進行も懸念される設備です。 

特に近年，電気・機械設備の運転制御関連技術のバージョンアップが激しく，一世代前の

機器については，補修部品の入手が困難になりつつあり，故障の際は復旧まで想定外に長い

期間を必要とする事例が増えつつあります。 

 

（ⅱ）管路 

水道管路の布設年度別延長及び各種区分別延長を，次の図９と表３に示します。 

 

図 9 配水管路の布設年度別延長 
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表 3 配水管路の区分別延長構成 

 

潮来浄水場系の配水管路のほとんどは 1962 年（昭和 37 年）から 1978 年（昭和 53 年）に

かけての 17 年間で整備されていて，潮来浄水場築造工事の施工と同じ時期に，一斉に布設・

整備されたことがわかります。 

田の森浄水場系の配水管路は，主に 1979 年（昭和 54 年）から 1984 年（昭和 59 年）にか

けての 6年間で布設・整備されています。 

配水管路の耐用年数は 40 年ですから，潮来浄水場系の管路はすでに耐用年数 40 年を経過

しており，田の森浄水場系の管路も，これから耐用年数 40年を次々に迎えることになります。 

潮来市全体の配水管路の 97.3％が配水支管（直接の給水取出しのある管路）であり，残り

の約 2.12％が，配水本管です。（配水本管は、通常口径が 350 ㎜以上の大口径で，直接に給水

用サドルバンドをかけて給水取出しをすることはありませんが，必要に応じて，すぐ横に小

口径のサービス管を布設し，ここから給水取出しを行います。） 

管種別では，25.74%がダクタイル鋳鉄管で，最も多いのが塩化ビニル管で 62.29％です。 

近年，管体の強度低下による漏水事故の多発と，すでに製造中止となっているため補修材

の入手困難などが問題となっている石綿セメント管が約 11㎞（3.35％、ここで示した図表は、

平成 29 年度時点の資料に基づいています。）あり，現在、令和 6 年度完了を目途に耐震管路

への布設替えを計画的に進めているところです。 

 

管種区分 延長(m) 割合（％） 施設区分 延長(m) 割合（％） 耐震区分 延長(m) 割合（％） 系統区分 延長(m) 割合（％）

DCIP 89,821.97 25.74% 取 ・ 導 水 管 1,882.00 0.54% 耐 震 管 59,317 17.00% 潮 来 浄 水 場 76,363.52 21.88%

鋼 管 8,676.95 2.49% 送 水 管 157.81 0.05% 耐 震 適 合 管 13,225 3.79% 大 生 原配水場 491.00 0.14%

ACP 11,685.84 3.35% 配 水 本 管 7,259.00 2.08% 非 耐 震 管 276,454 79.21% 田 の森 浄 水場 195,442.91 56.00%

VP 217,372.31 62.29% 配 水 支 管 339,697.00 97.34% 茂 木 配 水 場 76,698.38 21.98%

HIVPR 5,596.61 1.60%

HPPE 15,487.39 4.44%

PP 255.00 0.07%

SUS 99.74 0.03%

計 348,996 100.00% 計 348,996 100.01% 計 348,996 100.00% 計 348,995.81 100.00%

25.74%

2.49%

3.35%

62.29%

1.60%

4.44%

0.07%

0.03%

管種区分

DCIP 鋼管

ACP VP

HIVPR HPPE

PP SUS

0.54%

0.05%

2.08%

97.34%

施設区分

取・導水管

送水管

配水本管

配水支管

17.00% 3.79%

79.21%

耐震区分

耐震管

耐震適合管

非耐震管

21.88%

0.14%

56.00%

21.98%

系統区分
潮来浄

水場

大生原

配水場

田の森

浄水場

茂木配

水場
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管路の耐震区分でいえば，ほとんどの管路（79.21％）が，継手部分に耐震性がなく，大地

震による地盤変動で抜出し，破損事故を起こす恐れがある非耐震管です。 

地区別の管路延長では，田の森浄水場系が約 195 ㎞（56.0％）で最も延長があります。 

潮来浄水場系と茂木配水場系は，ほぼ同じ程度の管路延長（約 76 ㎞）で，それぞれ全体の

約 22％を占めています。 

 

②資産の将来見通し 

更新を全く実施しなかった場合を想定し，2061 年（令和 43年）までに現有資産の健全度が

どのように低下して行くかを評価します。 

資産の健全度区分は，次の表４のように設定しました。 

 

表 4 健全度の区分 

 

 

それぞれの健全度区分の大まかな特徴は，次のようにいえます。 

健 全 資 産： メンテナンス等を適切に行うことで耐用年数まで安心して使用でき

ます。 

経年化資産： すでに使い切った資産で，いつ故障してもおかしくありません。 

老朽化資産： 古い設計基準によるため，耐震性が不足しています。 

また，故障・破損した場合，修理用部品が迅速に入手できず，長期間，

配水に支障をきたす恐れがあります。 

とくに構造物及び設備は，省エネ対策や環境への負荷に対する対策が

不十分なだけではなく，被災時には甚大な被害を受ける恐れがありま

す。 

 

 

 

区 分

健 全 資 産

経 年 化 資 産

老 朽 化 資 産

計装・電気・機械設備 10年～20年

建築・土木施設 50年～60年

管路 40年

設　　　定

経過年数が法定耐用年数以内の資産

経過年数が法定耐用年数の1.0～1.5倍の資産

経過年数が法定耐用年数の1.5倍を超えた資産

※法定耐用年数
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（ⅰ）構造物及び設備 

更新を実施しなかった場合，現在，所有している構造物及び設備の将来の健全度の 

見通しを図に示します。 

 

 

図 10 構造物及び設備の健全度見通し 

現在のところ，構造物及び設備資産（4,228百万円）の 40.7％（1,7227百万円）が老朽化

資産，15.2％（641百万円）が経年化資産となっています。 

耐用年数の長い建築や土木構造物は 2036（令和 18 年）年頃までは健全資産の割合が高く推

移しますが，以降は経年化が進みます。 

以上は，固定資産台帳のあるすべての構造物及び設備のなかから，今は使用していない大

生原配水場関連等の資産を除いた，現在も使用している資産を更新しなかった場合の，将来

の健全度についてで，当該資産額が約 42億円となっています。 

 

潮来市は，令和 5 年度以降，全量受水に転換し，田の森浄水場の取水・導水・浄水設備は

使用しなくなる予定であり，今の時点で，資産台帳からこれらの資産を除外した形で，構造

物及び設備の将来の健全化の推移を見てみると，次のようになります。 
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図 11 全量受水後の構造物及び設備の健全度見通し 

全量受水に転換すると，取水・導水設備は不要になります。田の森浄水場の浄水設備，す

なわち凝集沈殿地やろ過池，活性炭吸着塔，浄水池，送水ポンプ等も不要になるため，資産

額は約 27億円程度に減少していますが，受水に転換した後でも，使用する構造物及び設備の

老朽化の進行パターンはほとんど変わりません。 

すなわち，受水後も使用することになる配水ポンプ，非常用自家発電機，そして水道施設

の心臓ともいえる受変電設備などは，すでに老朽化が激しく，いつ壊れてもおかしくない状

況で，一度故障すると，修理用部品の供給が困難となっており，修理に長期間を必要とする

可能性があります。 
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（ⅱ）管路 

管路の耐用年数を 40 年として，今後更新を行わなかった場合の健全度の見通しを， 

次の図 12に示します。 

 

図 12 全管路の健全度見通し 

現在のところ，使用している管路資産 349 ㎞のうち，経年化管路は 95.5km（27.43％）です

が，布設年度の古い配水本管が 2036 年（令和 18 年）以降，急激に老朽化が進み，老朽化管

路の割合が高くなります。 

管路全体では，2031 年（令和 13 年）以降，経年化管路または老朽化管路が全体の 1/2 以上

を占めるようになり，2056 年（令和 38 年）にはほぼすべての管路が経年化管路もしくは老朽

化管路となる見込みです。 

 

(5) 組織の見通し 

現在の組織体制については，上下水道課の水道グループ内で水道事業と兼務で，最小人員

で業務を賄っていることから，引き続き現在の組織体制を維持していきます。 

しかしながら，定期的な人事異動や経験年数の長い職員の減少により，専門知識や技術を

有する職員の育成が課題となっています。 

このため当面はサービス低下の無いように現状を維持しつつ，包括的な業務委託の導入検

討や研修会等へ積極的に参加することにより，技術力の向上や知識の継承に努めていきます。 
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3.経営の基本方針 

 

基本目標と基本施策 

 

３つの基本目標，取組むべき施策を示します。 

 

 

安全な水源の確保（県水の全量受水への転換） 

水安全計画の策定 

塩素消毒の管理体制の強化 

管路の更新（石綿セメント管更新事業等） 

施設・設備の更新（田の森浄水場等改修・修繕事業） 

 

 

 

 

重要給水施設管路の耐震化 

危機管理マニュアルの策定 

停電時対応（非常用自家発電設備の更新） 

 

 

 

 

職員研修の推進と水道技術の伝承 

健全経営の確保 

（アセットマネジメントに基づく経営戦略の策定，適正な水道料金・体系のあり方の検討） 
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管路更新率 H29 目標値

潮来市 0.34％ 1.00％ ☛

類似団体平均 0.54％  概算事業費 17.5億円  概算事業費 7.1億円

※類似団体・・・給水人口1.5万人以上3万人未満

令和2年度〜令和11年度

 更新延⻑  約31㎞（年平均約3㎞）

石綿セメント管（左記数値の内数）

 更新延⻑  約10㎞

工  種 概算事業費

県水全量受水転換に伴う更新工事 2.2億円

電気・機械・計装設備等更新工事 13.9億円

合  計 16.1億円

4.投資・財政計画（収支計画） 

(1) 投資・財政計画（収支計画） 

別添「投資・財政計画（収支計画）」のとおり。 

 

(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

 

 

 

（ⅰ） 管路更新率 1.00％を目標とします。 

特に，石綿セメント管は，すべて更新します。 

【安全・強靭】 

 

 

 

 

 

（ⅱ） 令和５年度からの県水全量受水転換に伴う更新工事を計画的 

に実施し，老朽化が著しい電気・機械・計装設備等を更新します。 

【安全・強靭】 

  

 

 

 

 

更新事業基本計画の策定 

厚生労働省の示したアセットマネジメントの手引き及びその関連ツールを活用して，施設

のダウンサイジングや耐用年数の見直しなどを行い，今後必要な事業費の縮減と平準化を踏

まえた投資額の見直しをするとともに，内容を絞り込む必要がありました。 

目  標 



18 

 

法定耐用年数で更新

した場合の更新事業費

（県水全量受水後も継続

使用する施設のみ）

管路 260億円 255億円 184億円

管路以外 92億円 63億円 61億円

計 352億円 A 318億円 B 245億円 C

B-A C-A

-34億円 -107億円

アセットマネジメントによる更新事業費の縮減額（令和元年度〜令和43年度）

区分
法定耐用年数で更新

した場合の更新事業費

耐用年数見直し後の

更新事業費

県水全量受水・耐用年数

見直しによる更新費用縮減額

県水全量受水に伴う

浄水場更新費用縮減額

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各施設の老朽度，耐震性，重要度等を詳細に調査・検討し，投資内容をさらに絞り込むと

ともに，デフレータによる概算事業費でなく，定時点での実勢価格を反映した投資額で算定

した投資計画を策定しました。 

投資計画の策定にあたって，アセットマネジメントの結果を参考に設定した，主な方針を

次に示します。 

 

❋ 石綿セメント管の更新事業は令和６年度（2024 年度）までに完了させる。 

❋ 田の森浄水場の電気，機械，計装設備についても，優先して更新する。 

❋ 田の森浄水場，茂木配水場の建築・土木施設の更新は，耐震性確保の観点から優先させる。 

 

 

法定耐用年数

50年〜60年 法定耐用年数 50年〜60年

15年〜20年 法定耐用年数×1.28 19年〜26年

 配水管

耐震管 40年 法定耐用年数×2.00 80年

ダクタイル鋳鉄管 40年 法定耐用年数×2.00 80年

鋼管 40年 法定耐用年数×2.00 80年

塩化ビニル管 40年 法定耐用年数×1.50 60年

石綿セメント管 40年 法定耐用年数 40年

区  分

 建築・土木

 電気・機械・計装設備

耐用年数見直し後

（潮来市更新基準）

耐用年数の見直し（潮来市更新基準）
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塩化ビニル管は耐震性に不安があるとして，アセットマネジメントの更新基準Ⅱでは耐用

年数の 40年で布設替えを行うこととしました。その結果，すでに老朽化した潮来浄水場系の

管路の更新需要が集中し，額も 150 億円近くに達していることから，塩化ビニル管の大規模

な一斉更新は当面控え，耐用年数の見直し（40 年⇨60 年）により更新需要費を縮減するとと

もに，被災時の緊急拠点や医療機関に給水を行っている重要給水施設管路の耐震化を優先的

に更新します。 

なお，管路布設（替）工事では，すべての管路で耐震管を採用し，耐震化率の向上とライフ

サイクルコストの低減に努めます。 

 

 

 

 

更新事業の規模は，財政状況を考慮し， 3億円/年を基本とし，たとえこれを上回る投資額

が必要になったとしても，5億円/年を大きく超えることがないようにし，そのような例外的

な事業規模が何年も継続することがないように策定するとともに，アセットマネジメントに

よる耐用年数見直し後（潮来市更新基準）の更新需要額を平準化し，後年度の需要額９億円

を前倒しする計画とします。 

 

また，重要給水施設管路耐震化事業の優先順位は，現在実施中の石綿セメント管更新事業

（令和 6 年度終了予定）と，田の森浄水場全量受水に転換に伴う更新事業（全量受水開始の

令和 5年まで【令和 4年度中】に終了）の次とします。 

 

本市では，重要給水施設を，指定避難所・広域避難場所・耐震性貯水槽設置場所の計 23 か

所としています。（図 14 潮来市重要給水施設管路図 参照） 

区分

耐用年数見直し後（潮来市更新基準）の

令和元年度〜令和11年度の更新需要額

【年平均額】

本計画期間内

（令和2年度〜令和11年度）の

更新事業費【年平均額】

管路 78百万円／年 193百万円／年

管路以外 186百万円／年 161百万円／年

計 264百万円／年 A 354百万円／年 B

90百万円／年（B-A)×10年＝900百万円の後年度更新需要額を前倒し，平準化を図りました。

アセットマネジメントによる更新需要額の平準化

耐震管採用基準

口  径 管    種

φ200㎜以上  耐震性を有するダクタイル鋳鉄管（ＤＩＰ）

φ150㎜以下  水道配水用ポリエチレン管（融着継手）
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田の森浄水場更新工事の概略を以下に述べます。 

１）県水受水管布設工事【県水全量受水転換に伴う更新工事】 

県水流量計室から既設配水池流入管までの場内連絡管布設。 

 

２）県水追加塩素注入設備工事【県水全量受水転換に伴う更新工事】 

受水に対する後塩素注入設備工事。塩素注入量が現在のものとは大幅に異なる（少な 

くなる）ため，注入機だけでなく貯留槽も含めて一式更新（新設）します。 

設置場所は温度変化が少なく，紫外線の影響を受けない管理棟地下階とします。 

 

３）管理棟外部防水工事及び耐震補強・建築工事 

現在，屋上の防水シートの劣化が激しく，管理棟内部の機器を更新する以前に，雨漏 

りを無くす必要があります。 

また，被災時の水道緊急対策本部等として活用を図ることも想定し，耐震補強・内部 

改修（表流水に対する凝集剤や塩素剤等の薬注設備が不要となり,その撤去スペースの活 

用を図る意味もあります。）を行います。 

事業費はほぼ同年度に竣工した類似の浄水場の耐震化工事を参考に算定しましたが，

実施設計を行う前に詳細な耐震診断（2次診断）を実施し，補強の必要性，補強方法等を

検討・決定する必要があります。 

 

４）遠方監視設備工事【県水全量受水転換に伴う更新工事】 

受水転換後は田の森浄水場が配水場となるため，原則無人化が可能で，その稼働状況 

が水道グループ所在地で監視できるようにします。また，異常発生等の連絡が各自の携 

帯に通報されるようにします。 

(単位：m)

管種 延⻑

DIP 19,250

ポリエチレン管 56

鋼管 722

塩化ビニル管 10,050

石綿セメント管 1,486

計 31,564

塩化ビニル管・石綿セメント管は

本計画期間内に更新します。
☞

重要給⽔施設管路延⻑
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５）受変電設備工事 及び ６）非常用自家発電設備工事 

配水場の心臓に当たる電源関係の更新工事。老朽化が著しく，このまま放置すると故 

障の際の修理部品の入手も困難となり，断水に至る危険もあります。 

 

７）動力設備工事 及び ８）配水ポンプ設備工事 

現在の HCポンプはすでに製造を中止しており，やがて補修も困難になることから， 

  インバータ式の可変速ポンプに更新します。 

 

９）中央監視制御設備工事 

現在，田の森浄水場にあり，茂木配水場も含めた水道施設全体を監視制御している本 

体設備の更新工事。 

更新場所は，現在の薬注設備がある管理棟 1階部分を，建築改修工事でフリーアクセ 

スフロアーに改修して確保し，あわせて，管理棟内の主要重量物を 1階，地下階に集約 

し，建物の耐震性を高めます。 

 

  



22 

 

表 5 潮来市 更新事業基本計画 管路更新事業計画（令和 2年度～令和 11年度） 

 

  

（単位：m ）

φ250 φ200 φ150 φ125 φ100 φ75 φ50 計

R2 A C P 528 1,198 377 2,103

R 3 A C P 112 197 1,166 452 1,927

R 4 A C P 888 374 646 1,908

R 5 A C P 286 2,020 766 3,072

R 6 A C P 165 577 616 40 5 1,403

0 0 277 1,948 1,144 4,798 2,246 10,413

R 2 V P 874 874

R 3 V P 434 443 877

R 4 V P 600 379 979

R 5 V P 0

R 6 V P 467 458 925

0 0 0 0 0 2,375 1,280 3,655

R 2 V P 0

R 3 V P 6 203 209

R 4 V P 101 40 141

R 5 V P 0

R 6 V P 0

0 0 0 0 0 107 243 350

R 2 V P 0

R 3 V P 0

R 4 V P 0

R 5 V P 0

R 6 V P 467 127 594

0 0 0 0 0 467 127 594

φ250 φ200 φ150 φ125 φ100 φ75 φ50 計

R7 V P 2,126 2,126

R 8 V P 458 1,380 109 1,947

R 9 V P 975 1,197 2,172

R 10 V P 1,725 698 2,423

R 11 V P 326 203 687 166 1,382

0 0 784 0 6,409 2,582 275 10,050

(0) (0) (0) (0) (4,472) (2,045) (55) (6,572)

φ250 φ200 φ150 φ125 φ100 φ75 φ50 計

R9 V P 1,718 1,718

R 10 V P 1,509 1,722 3,231

R 11 V P 1,282 1,515 1,720 4,517

0 0 0 0 1,282 3,024 5,160 9,466

φ250 φ200 φ150 φ125 φ100 φ75 φ50 計

0 0 1,061 1,948 8,835 13,353 9,331 34,528

(0) (0) (277) (1,948) (6,898) (12,816) (9,111) (31,050)

308,728

31,050

1.01%

H 30末配水管延長

R 2～R 11老朽管更新延長

R 2～R 11管路更新率（年平均）

当該実施延長計

重要給水施設管路耐震化事業

口径

重要給水施設管路耐

震化事業実施計画

当該実施延長計

区分 年度 管種

配水管布設替工事

口径

日の出地区老朽管更

新事業実施計画

当該実施計画延長計

区分 年度 管種

あやめ地区老朽管更

新事業実施計画

当該実施計画延長計

宮前地区老朽管更新

事業実施計画

当該実施計画延長計

R 2～R 11　布設替実施計画延長

上記のうち老朽管布設替実施計画延長

(R 11末で40年経過したもの）

R 2～R 11  配水管布設替工事

口径区     分

配水管布設替事業

上記のうち老朽管

(R 11末で40年経過したもの）

区分 年度 管種

老朽管更新工事

口径

石綿セメント管

更新事業実施計画

当該実施計画延長計
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表
 
6
 
潮
来
市
 
更
新
事
業
基
本
計
画
 
年
度
別
概
算
事
業
費

 

年度別概算事業費表 県水全量受水 （単位：千円）

事業区分 工 種 概算事業費 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

　県水受水管布設工事 56,830 56,830

　県水加塩素注入設備工事 37,900 37,900

配水施設費 　管理棟外部防水工事 14,800 14,800

(田の森関連) 　遠方監視設備工事 97,700 97,700

　受変電設備工事 203,000 203,000

　非常用自家発電設備工事 160,300 160,300

　動力設備工事 294,000 147,000 147,000

　配水ポンプ設備工事 122,500 61,250 61,250

　中央監視制御設備工事 230,000 115,000 115,000

　管理棟耐震補強・建築工事 175,900 175,900

消 費 税 相 当 額 139,293 1,480 9,770 9,473 20,300 16,030 20,825 20,825 17,590 11,500 11,500

小 計 1,532,223 16,280 107,470 104,203 223,300 176,330 229,075 229,075 193,490 126,500 126,500

　老朽管更新工事（石綿セメント管） 618,969 180,995 127,526 99,085 138,820 72,543

　老朽管更新工事（あやめ地区） 247,010 54,220 67,781 85,833 39,176

配水施設費 　老朽管更新工事（宮前地区） 49,610 12,061 12,110 25,439

(配水管布設) 　重要管路耐震化工事 425,840 93,891 114,974 80,141 85,819 51,015

　配水管布設替工事（老朽管更新） 300,000 50,000 100,000 150,000

消 費 税 相 当 額 164,144 23,522 20,737 19,703 13,882 13,716 9,389 11,497 13,014 18,582 20,102

小 計 1,805,573 258,737 228,105 216,731 152,702 150,874 103,280 126,471 143,155 204,401 221,117

3,337,796 275,017 335,575 320,934 376,002 327,204 332,355 355,546 336,645 330,901 347,617

構 造 物 （ 5 ％ ） 15,800 15,800

電 気 ・ 機 械 （ 5 ％ ） 55,500 0 4,900 0 10,200 8,000 10,400 10,400 0 5,800 5,800

配 管 ・ 付 帯 （ 6 ％ ） 108,481 12,100 12,408 10,307 12,166 5,600 6,900 7,800 11,100 12,100 18,000

消 費 税 相 当 額 17,979 1,210 1,731 1,031 2,237 1,360 1,730 1,820 2,690 1,790 2,380

小 計 197,760 13,310 19,039 11,338 24,603 14,960 19,030 20,020 29,590 19,690 26,180

3,535,556 288,327 354,614 332,272 400,605 342,164 351,385 375,566 366,235 350,591 373,797

4 条 工 事 費 合 計

事 業 費 合 計

調 査 費
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図 13 石綿セメント管更新事業計画図 
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図 14 潮来市重要給水施設管路図 
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企業債元利償還金

対給水収益比率
H29 R11

潮来市 18.2％ 23.0％

※類似団体平均 36.6％  ☚ 目標値

項  目 H29 R11

資金残高 A 653,135千円 1,189,615千円

料金収入 B 578,341千円 550,108千円

潮来市（A÷B） 1.1年分 2.2年分

※類似団体平均 1.7年分
料金収入の

2年分以上確保

※類似団体・・・給水人口1.5万人以上3万人未満

② 収支計画のうち財源についての説明 

 

 

 

（ⅰ） 次世代に過度な負担を残さないために， 

企業債元利償還金対給水収益比率を36.6％以下とします。 

   【持続】 

 

 

 

 

（ⅱ） 安定した経営及び災害時などの非常時への備えとして， 

資金残高１１億円（料金収入の約 2年分）を確保します。 

   【持続】 

 

 

 

 

 

 

     

「いつでも皆様の近くにあり続ける水道」であるためには，適切な投資（更新工事）を行

うことが必要です。 

水道を維持していくために行う投資はすべて，より良い水道を未来へつなぐための投資で

すから，今，水道を利用している人たちだけが負担するのではなく，将来水道を利用する人

たちにも，負担をしていただくべきであると考え，財源手当ての第一の手段を，長期にわた

る負債（固定負債）によること，すなわち，起債事業とする方向を目指します。 

そのため，債務超過に陥らないよう，上記の数値目標を設定しました。 

 

また，石綿セメント管更新を中心とした老朽管更新の耐震化事業については，令和 5 年度

分まで，通常事業量の上積みに対して 1/4 の一般会計出資金を見込んでいます。 

目  標 
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1)収益的収入 

水道事業の主な営業収益である給水収益は，年間有収水量（1日平均有収水量×365 日）に

供給単価（平成 29 年度決算値ベース）を乗じて算定しました。 

有収水量を含む各種給水量の算出根拠については，「２．将来の事業環境」に示しましたが、

その概略を述べると，潮来市の上位計画（いわゆる「人口ビジョン」）に基づいて，区域内人

口を推計し，これに実績値等を加味して水道が設定した給水普及率を乗じて，給水人口を算

出します。 

一方で，給水量については給水実績に基づいて，一人一日当たりの用途別平均有収水量（い

わゆる「原単位」）の将来値を推計します。 

そして，給水人口×原単位で 1 日平均有収水量を算定し，これに実績値や各種更新工事計

画から想定される有収率，有効率，負荷率を用いて,水道の将来需要全体を予測しています。 

 

3 条収入の算定条件を，次に示します。 

表 7 収益的収入の算定条件 

 

 

 

2)資本的収入及び支出 

資本的収支（以下「4 条収支」と略します。）の算定条件（表８）を，次項から示します。 

 

 

 

款 項 目 節 算定方法

給水収益 給水収益
給水収益：年間有収水量×供給単価(H29決算値)。

年間有収水量は推計結果を使用。

受託工事収益 受託工事収益 毎年度1千円を計上

手数料 設計審査工事検査手数料等。R2値で一定。

他会計負担金 消火栓維持管理負担金・下水道工事負担金等。R2値で一定。

下水道等受託収益 下水道等料金徴収等受託料。R2値で一定。

加入分担金 水道加入金。H30値で一定。

雑収益 鹿行用水流量計電気料等。R2値で一定。

受取利息及び配当金 預貯金利息 毎年度10千円を計上

他会計負担金 他会計負担金 地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費。R1決算見込値で一定。

⻑期前受⾦償却額

(既設分)
H29は決算額。H30以降は償却一覧に基づき計上。

⻑期前受⾦償却額

(新設分)
新設・更新工事計画集計表とそれに基づく減価償却リストを作成して計上。

雑収益 雑収益 量水器スクラップ代等。R2値で一定。

その他営業収益

⻑期前受⾦戻⼊

水

道

事

業

収

益

営業外収益

営業収益
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表 8 資本的収支及び資金収支の算定条件 

 

 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

1)水道事業費用 

水道事業費用（以下「3条支出」と略します。）については，原則として平成 29 年度決算値

をベースに推計しております。また，薬品費や動力費等の有収水量変動に関連する項目につ

いては，有収水量に比例する形で変動させています。 

その算定条件を次に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

款 項 目 節 算定方法

企業債 企業債 企業債
新設・更新工事計画を作成して年度毎に設定。

充当率は60%に設定。

出資金 出資金 出資金 令和5年度までの時限措置。耐震化事業の通常事業費の上積分の1/4。

国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 重要管路更新工事で交付金導入を予定。補助率1/4。

他会計負担金 他会計負担金 一般会計負担金 消火栓設置工事負担金。

工事負担金 工事負担金 工事負担金 計上しない。

その他 計上しない。

浄水施設 設計委託費 R2以降は新設・更新工事集計表を作成して計上。

構築物 R2以降は新設・更新工事集計表を作成して計上。

機械及び装置 R2以降は新設・更新工事集計表を作成して計上。

配水施設 設計委託費 R2以降は新設・更新工事集計表を作成して計上。

構築物 R2以降は新設・更新工事集計表を作成して計上。

機械及び装置 R2以降は新設・更新工事集計表を作成して計上。

量水器費 機械及び装置 H29決算値で一定。

車両及び運搬具 車両及び運搬具 計上しない。

企業債償還金 企業債償還金 企業債償還金

既往債：以降償還計画表

新規分：既往債に追加，起債条件は元利均等。利率は，地方公共団体金融機構直

近5ヵ年平均。30年償還0.44％・16年償還0.114％。

見込まない。

見込まない。

資金収支の算定

① 損益勘定留保資金

② 資本的収支不足額

③ 差引

④ 資金残高

資

金

収

支

建設改良費

当年度純益＋減価償却費＋資産減耗費−⻑期前受⾦戻⼊額で算定。

資本的収⼊−資本的⽀出

①＋②で算定。

R1以降は前年度資金残高＋③で算定。

資

本

的

収

入

他会計⻑期借⼊⾦返還⾦

その他
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表 9 収益的支出の算定条件 

 

 

 

款 項 目 節 算定方法

人件費 給与＋手当＋法定福利。R2値で一定。

○⽥の森浄⽔場修繕費：R2〜R4は，H29決算に基づき，年間浄⽔量⽐例で算定。

R5以降，県水全量受水により浄水施設費修繕費は，皆減。

○茂木配水場修繕費：H29決算に基づき,年間配水量比例で算定。

動力費
 田の森浄水場・茂木配水場電気料を，H29決算に基づき，有収水量比例で算

定。ただし，R5以降県水全量受水のため浄水に係る動力費は皆減。

委託料

 薬注機点検整備・電気設備保安点検・管理等。H29決算値に基づき年間浄水量

比例及び物価上昇分を織込み算定。R5以降は，県水全量受水のため浄水に係る委

託料は皆減。

薬品費
 田の森浄水場薬品費を，H29決算値に基づき，年間浄水量比例で算定。ただ

し，R5以降は，県水全量受水のため硫酸アルミニウムは皆減。

受水費
 鹿行用水受水費，基本料金1,500円，使用料金54円。減免措置を考慮。受水費の

改定は見込まない。R5以降は県水全量受水による減免後受水費を算定。

その他 上記以外の合計。H29決算値で一定。。

人件費 給与＋手当＋法定福利。R2値で一定。

備消耗品費 補修材・閉栓キャップ等購入費。R2値で一定。

修繕費 給配水管修理・量水器交換修繕等。H30決算値で一定。

委託料 量水器交換委託等。H30決算値で一定。

材料費 H30決算値で一定。

路面復旧費 H30決算値で一定。

その他 上記以外の合計。H29決算値で一定。。

受託工事費 受託給水工事費 計上しない。

人件費 給与＋手当＋法定福利。R2値で一定。

賃借料 水道料金・会計ｼｽﾃﾑ使用料等。H29決算で一定。

備消耗品費 OA用品等購入費。H30決算で一定。

印刷製本費 予算決算書・検針・料金諸用紙等印刷。H29決算で一定。

通信運搬費 郵便後納料・専用回線使用料等。H29決算で一定。

手数料 料金口座振替手数料等。H30決算で一定。

委託料 徴収業務委託料等。H29決算で一定。

その他 上記以外の合計。H29決算値で一定。

有形固定資産

減価償却費

既設分：H29は決算値。以降は予定償却費額一覧より計上。

新設分：別途加算。耐用年数58年，38年，16年の3分類で算定

無形固定資産

減価償却費

既設分：北浦水利権。Ｒ5以降，県水全量受水のためＲ4除却処理し，Ｒ4以降皆

減。

資産減耗費 固定資産除却費 R1決算見込値で一定。

たな卸資産減耗費 計上しない。

用途廃止処分費 用途廃止処分費 全量受水に転換後は水原取水場は用途廃止処分とし，特別損失に計上する。

その他営業費 上記以外の合計。H29決算値で一定。

支払利息 企業債利息

既往債：H29以降「償還計画表」による

新規債：既往債に追加。起債条件は元利均等据置1年。16年と30年償還。利率

は，地方公共団体金融機構直近5ヵ年平均。30年償還0.44％・16年償還0.114％。

その他営業外費用 R1決算見込値で一定。

修繕費

原水費及び浄水費

配水費及び給水費

総係費

減価償却費

水

道

事

業

費

用

営業費用

営業外費用
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〇収益的収支 

 

図 15 収益的収支の見通し 

令和４年度と令和 7 年度に一過性の赤字が発生しますが，令和 4 年度は田の森浄水場が全

量受水に転換した後に使用しなくなる設備の除却費，令和 7 年度は同じく全量受水転換後に

使用しなくなる水原取水塔を現況復旧して国に返還するための撤去工事費を特別損失に計上

したためです。収支ギャップは目標年度の令和 11 年度及び受水費の減免措置最終年度である

令和 14 年度まで発生しません。 
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〇資本的収支 

 

図 16 資本的収支の見通し 

4 条収支の赤字分を補填した後でも資金残高は維持され続け，目標年度の令和 11 年度には

現行の料金収入の約 2年分に相当する 11億 9 千万円の資金残高が確保できる見込みです。 

 

 

図 17 給水原価供給単価 

料金回収率は令和 12 年度以降，100％を割り込むようになります。令和 15 年度は受水費の

減免措置もなくなることから，次期計画策定時に，投資計画（更新事業）と財政計画（経営戦

略）を再検討する必要があります。 
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図 18 給水収益と元利償還金 

企業債元利償還金と給水収益との比率は，令和 11 年度で 23.0％，令和 14 年度で 27.2％

と，目標値の 36.6％を大きく下回っています。 

 

 

図 19 企業債 

企業債残高は，更新事業実施とともに増加しますが，令和 11 年度末の企業債残高対給水収

益比率は，399.62％となり，類似団体の平均値（平成 29 年度）401.79％を下回っています。 
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(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組みや今後検討予定の取組の概要 

① 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等 

広 域 化 

現在，茨城県が広域的な連携の推進役として「水道

事業等の広域連携検討に係る全体会議」を開催して

おり，鹿行地域の水道事業者間で共同発注（シェアー

ドサービス）等についての勉強会及び協議をしてい

ます。 

民間の資金・ノウハウ等の活用 

（PPP/PFI 等 の 導 入 等） 

近隣団体や同規模団体等を注視し調査していきま

す。 

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充実

（ 施 設 ・ 整 備 の 長 寿 命 化 等 

に よ る 投 資 の 平 準 化 ） 

令和元年度に策定した「潮来市水道事業アセット

マネジメント」基づく各施設の更新計画により，効率

的・効果的な更新及び定期的な点検・修繕の実施によ

り施設の長寿命化を継続するとともに，必要に応じ

て計画の見直しを実施します。 

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合 

（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ） 

田の森浄水場の廃止など投資計画において既に検

討済みであり，実施段階で再度検討します。 

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化 

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ） 
同上 

 

② 財源についての検討状況等 

料 金 

受水費の減免措置がある本計画期間内においては，現行料金体系で

健全経営は保たれますが，受水費の減免措置が令和 14 年度に終了し，

令和 15 年度以降経営状況が悪化するため，今後の料金の適正水準に

ついて，検討が必要となります。 

企 業 債 
本経営戦略で予定しているものを除き，現時点では発行を予定して

おりません。 

繰 入 金 独立採算制の原則に則り，基準内繰入金以外は想定していません。 

資産の有効活用等（*）

による収入増加の取組 

事業運営に必要な資金を確保した上で，定期預金や債券運用につい

て研究していきます。 

* 遊休資産の売却や貸付，債券運用の導入，小水力発電や太陽光発電など 
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5.経営戦略の事後検証，改訂等に関する事項 

 

毎年度，経営戦略と実績の比較を行い，5年を目途に適切な事後検証を行うほか，計画と実

績に大幅な乖離が生じた場合，方針や施策の大幅な変更がある場合には，随時，見直します。 
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6.別添 投資・財政計画（収支計画） 

 

・収益的収支 

・資本的収支 

 

 



36 

 

投資・財政計画（収支計画） 

収益的収支                                                                                      

（単位：千円） 

 

  

年　　　　　　度 前々年度 前年度 令和元年度

区　　　　　　分 （決算） （決算） （決算見込）

１． (A) 622,191 622,504 619,396 615,471 627,889 624,903 621,687 618,242 615,945 610,892 607,217 603,082 599,178 594,813 590,909 586,545

(1) 578,341 573,695 570,397 566,397 578,819 575,833 572,617 569,172 566,875 561,822 558,147 554,012 550,108 545,743 541,839 537,475

(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 43,850 48,809 48,999 49,074 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070 49,070

２． 64,744 65,921 66,672 61,113 60,513 58,924 59,104 59,197 59,293 59,712 60,212 60,480 54,960 51,708 46,492 44,034

(1) 0 0 5,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 5,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 61,948 62,728 61,252 60,698 60,093 58,504 58,684 58,777 58,873 59,292 59,792 60,060 54,540 51,288 46,072 43,614

(3) 2,796 3,193 420 415 420 420 420 420 420 420 420 420 420 420 420 420

(C) 686,935 688,425 686,068 676,584 688,402 683,827 680,791 677,439 675,238 670,604 667,429 663,562 654,138 646,521 637,401 630,579

１． 595,385 601,628 602,597 591,193 588,004 555,169 543,758 553,866 564,850 577,698 590,900 594,532 592,679 596,660 594,298 596,523

(1) 46,801 48,418 42,639 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817 43,817

23,158 23,760 21,603 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264 22,264

23,643 24,658 21,036 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553 21,553

(2) 339,903 344,855 359,451 345,800 343,812 341,016 334,245 333,901 333,853 333,178 332,763 332,337 331,879 331,510 331,154 330,742

10,339 11,088 11,311 11,126 10,940 10,752 739 734 731 724 719 714 709 704 699 693

144,193 150,366 152,428 151,396 150,345 149,279 56,433 56,833 57,233 57,633 58,033 58,433 58,833 59,333 59,833 60,333

77,638 77,873 78,362 77,768 77,228 76,688 210,561 209,949 209,574 208,689 208,009 207,329 206,615 205,900 205,186 204,437

27,909 29,596 30,181 29,689 29,190 28,689 12,119 12,045 12,000 11,893 11,811 11,729 11,642 11,555 11,468 11,377

48,814 49,947 50,519 50,038 49,550 49,059 27,845 27,803 27,777 27,716 27,669 27,622 27,573 27,524 27,475 27,423

31,010 25,985 36,650 25,783 26,559 26,549 26,548 26,537 26,538 26,523 26,522 26,510 26,507 26,494 26,493 26,479

(3) 208,681 208,355 200,507 201,576 200,375 170,336 165,696 176,148 187,180 200,703 214,320 218,378 216,983 221,333 219,327 221,964

２． 21,226 19,782 18,468 17,391 17,210 16,601 12,619 12,426 12,174 11,826 11,523 11,631 11,406 11,235 11,269 11,098

(1) 18,146 16,477 14,858 13,401 13,220 12,611 12,249 12,056 11,804 11,456 11,153 11,261 11,036 10,865 10,899 10,728

(2) 3,080 3,305 3,610 3,990 3,990 3,990 370 370 370 370 370 370 370 370 370 370

(D) 616,611 621,410 621,065 608,584 605,214 571,770 556,377 566,292 577,024 589,524 602,423 606,163 604,085 607,895 605,567 607,621

(E) 70,324 67,015 65,003 68,000 83,188 112,057 124,414 111,147 98,214 81,080 65,006 57,399 50,053 38,626 31,834 22,958

(F) 0 0 0 0 0 23,892 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 1 0 3 0 0 809,062 0 0 246,100 0 0 0 0 0 0 0

(H) △ 1 0 △ 3 0 0 △ 785,170 0 0 △ 246,100 0 0 0 0 0 0 0

70,323 67,015 65,000 68,000 83,188 △ 673,113 124,414 111,147 △ 147,886 81,080 65,006 57,399 50,053 38,626 31,834 22,958

(I) 649,143 716,158 781,158 849,158 932,346 259,233 383,647 494,794 346,908 427,988 492,994 550,393 600,446 639,072 670,906 693,864

(J) 708,632 853,348 933,890 1,081,870 1,155,543 1,239,131 1,301,510 1,369,180 1,179,579 1,216,168 1,238,786 1,251,941 1,245,485 1,226,069 1,223,737 1,169,048

26,758 29,600 26,429 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654 25,654

(K) 159,931 171,620 150,488 158,699 150,063 150,588 154,417 166,200 176,376 188,225 199,830 207,081 215,683 218,674 226,940 234,307

88,671 75,953 67,346 66,992 58,356 58,881 62,710 74,493 84,669 96,518 108,123 115,374 123,976 126,967 135,233 142,600

37,405 61,923 49,058 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368 57,368

( I )                 

(A)-(B)

(L)                 

(M) 622,191 622,504 619,396 615,471 627,889 624,903 621,687 618,242 615,945 610,892 607,217 603,082 599,178 594,813 590,909 586,545

                

(N)                 

(O)

(P) 622,191 622,504 619,396 615,471 627,889 624,903 621,687 618,242 615,945 610,892 607,217 603,082 599,178 594,813 590,909 586,545

                

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和 14 年度令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度

収 入 計

令和 13 年度令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

営 業 外 収 益

補 助 金

う ち 他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

支 払 利 息

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

薬 品 費

委 託 料

受 水 費

動 力 費

修 繕 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第15条第１項により算定した

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益－ 受託 工事 収益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率
(（L）/（M）×100)

健全 化法 施行 令第 16条に より 算定 した

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全 化法 施行 令第 17条に より 算定 した

事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（N）/（P）×100)
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投資・財政計画（収支計画） 

資本的収支 

（単位：千円） 

 

 

年　　　　　度 前々年度 前年度 令和元年度

区　　　　　分
（決算） （決算） （決算見込）

１． 62,000 86,000 141,700 179,900 187,800 176,300 228,000 202,100 199,300 211,300 208,800 197,500 214,600 214,700 168,200 246,400

２． 0 0 0 30,300 32,700 30,000 14,600 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 3,576 4,448 7,000 8,400 8,800 8,300 5,900 5,300 3,600 4,400 5,000 7,100 7,700 11,500 7,700 7,700

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 2,668 24,635 77,525 0 0 0 0 15,492 18,971 13,223 14,160 8,417 0 0 0

７．

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 615 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 66,191 93,116 173,335 296,125 229,300 214,600 248,500 207,400 218,392 234,671 227,023 218,760 230,717 226,200 175,900 254,100

(B)

(C) 66,191 93,116 173,335 296,125 229,300 214,600 248,500 207,400 218,392 234,671 227,023 218,760 230,717 226,200 175,900 254,100

１． 96,214 109,338 225,959 319,005 354,614 332,272 400,605 342,164 351,385 375,566 366,235 350,591 373,797 369,414 288,061 418,422

２． 87,370 88,671 75,953 67,346 62,241 58,356 58,881 62,710 74,493 84,669 96,518 108,123 115,374 123,976 126,967 135,233

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 183,584 198,009 301,912 386,351 416,855 390,628 459,486 404,874 425,878 460,235 462,753 458,714 489,171 493,390 415,028 553,655

(E) 117,393 104,893 128,577 90,226 187,555 176,028 210,986 197,474 207,486 225,564 235,730 239,954 258,454 267,190 239,128 299,555

１． 110,430 96,984 111,187 69,465 155,317 145,821 174,567 166,368 175,542 191,422 202,436 208,082 224,472 233,607 212,941 261,517

２．

３．

４． 6,963 7,909 17,390 20,761 32,238 30,207 36,419 31,106 31,944 34,142 33,294 31,872 33,982 33,583 26,187 38,038

(F) 117,393 104,893 128,577 90,226 187,555 176,028 210,986 197,474 207,486 225,564 235,730 239,954 258,454 267,190 239,128 299,555

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 918,400 915,729 981,476 1,094,030 1,219,589 1,337,533 1,506,652 1,646,042 1,770,849 1,897,480 2,009,762 2,099,139 2,198,365 2,289,089 2,330,322 2,441,489

653,135 794,534 878,000 1,026,000 1,099,673 1,183,261 1,245,640 1,313,310 1,123,709 1,160,298 1,182,916 1,196,071 1,189,615 1,170,199 1,167,867 1,113,178

○他会計繰入金

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分
（ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

10,657 10,732 15,643 10,754 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750

10,657 10,732 15,643 10,754 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750 10,750

3,576 4,448 7,000 38,700 41,500 38,300 20,500 5,300 3,600 4,400 5,000 7,100 7,700 11,500 7,700 7,700

3,576 4,448 7,000 38,700 41,500 38,300 20,500 5,300 3,600 4,400 5,000 7,100 7,700 11,500 7,700 7,700

14,233 15,180 22,643 49,454 52,250 49,050 31,250 16,050 14,350 15,150 15,750 17,850 18,450 22,250 18,450 18,450

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 令和 14 年度令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和 2 年度 令和 3 年度

資 金 残 高

計

令和 12 年度

他 会 計 負 担 金

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

水資源機構割賦負担金

そ の 他

計

そ の 他

令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和 14 年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計

令和 8 年度

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

令和 13 年度令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度


